
今後の調査審議の進め方について

令和元年７月16日

沖縄県振興審議会

申 し 合 わ せ

１ 調査審議の基本方針について

沖縄県では、これまでの施策の効果検証を行って、新たに顕在化した課題及び対応

策を洗い出し、今後の施策の方向性を示すことで、新たな振興計画の策定に資するこ

と等を目的とした総点検を実施し、今般「沖縄２１世紀ビジョン基本計画（沖縄振興

計画）等総点検報告書（素案）」（以下「諮問事項」という。）を取りまとめ、本審議

会へ諮問したところである。

本審議会においては、諮問事項について、以下のとおり調査審議を当面進めること

とするほか、正副部会長合同会議において、部会における調査審議方針を協議決定す

ることとする。

２ 審議会の組織及び運営について

本審議会は、委員全員で構成される審議会と、専門委員等で構成される９つの部会、

各部会の正副部会長で構成される正副部会長合同会議からなっている（規則３条、規

則10条１項、運営要綱２条１項、運営要綱３条の２第１項・第２項）。

審議会は、会長が招集し、県知事からの依頼や諮問を受けて調査審議等を行い、そ

の結果を知事に建議・答申する（規則２条）。

部会は、部会長が招集し、審議会の付託を受けて、それぞれの所掌事務に関する専

門的な事項についての調査審議を行い、その結果を審議会に報告する（規則10条１項、

運営要綱２条２項）【別紙１参照】。また、必要があるときは、他の部会や専門委員と

合同で調査審議を行うことができる（規則10条２項）。

正副部会長合同会議は、総合部会長が招集し、各部会における調査審議に係る基本

的事項、部会間の意見の調整及び審議会への報告事項に関して協議する（運営要綱３

条の２）。

委員及び専門委員は部会長の許可の下、部会に出席して意見を述べることができる

とともに、部会長に対して意見書を提出することができる（運営要綱４条）【別紙２、

別紙３】。

３ 審議会のスケジュールについて

本審議会は、令和元年７月16日に知事から諮問を受けたのち、概ね７月下旬から11

月中旬までの間に部会を５回程度開催し、12月中旬を目途に、正副部会長合同会議で

の調整を経て、12月下旬に審議会の会議を開き、知事への答申を行うこととする。

４ その他

令和２年以降の審議会における調査審議については、別途申し合わせることとする。
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沖縄県振興審議会部会における調査審議方針について

令 和 元 年 ７ 月 1 6 日

沖 縄 県 振 興 審 議 会

正副部会長合同会議申し合わせ

１ 目的

この方針は、令和元年７月16日付け沖縄県諮問企第１号で沖縄県振興審議

会（以下「審議会」という。）に諮問された「沖縄２１世紀ビジョン基本計

画（沖縄振興計画）等総点検報告書（素案）」（以下「諮問事項」という。）

について、沖縄県振興審議会運営要綱に基づき、審議会に設置された部会に

おける調査審議を効率的かつ効果的に進めるため、必要な事項を申し合わせ

るものである。

正副部会長にあっては、この方針にしたがい、部会における調査審議を行

うこととする。

２ 会議の開催及び結果の報告等

⑴ 部会の会議は、概ね５回程度開催するものとする。ただし、調査審議の

進捗に応じて、各部会において適宜開催回数を調整することとする。

⑵ 最終回の会議は、11月中旬までに開催することとし、部会における調査

審議の結果をとりまとめる。

⑶ 部会における調査審議の結果については、各部会長が正副部会長合同会

議において報告する。

⑷ 正副部会長合同会議において、各部会長の報告をふまえ、諮問事項に対

する答申案を協議決定し、審議会会長に提出する。

⑸ 諮問事項に対する答申案は、総合部会長が審議会の会議において説明す

る。

⑹ 県ホームページにおいて会議の開催及び会議資料を掲載する。

３ 会議の議事

⑴ 議題（検討テーマ）について

各部会長は、会議を開催しようとするときは、あらかじめ議題（検討テ

ーマ）を選定し、通知する。

⑵ 開催通知について

各部会長は、少なくとも会議開催の２週間前までに当該部会の委員及び

専門委員に対して開催を通知するものとする。自部会に属しない委員及び

専門委員に対しては、県ホームページへの掲載により対応するものとする。
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⑶ 部会審議の観点について

部会審議においては、次に掲げる観点に留意するものとする。

(ｱ) 基本施策ごとに設定された「目標とするすがた」の達成状況

(ｲ) 施策体系ごとに設定された成果指標の達成状況

(ｳ) 成果指標の達成に向けた取組の効果の検証

(ｴ) 取組の効果が発現されていないと思料される場合には、その要因及

び背景

(ｵ) 成果指標の達成状況に対する各種取組の有効性

(ｶ) 「新たな課題」及び「重要性を増した課題」の抽出

⑷ 意見書の提出及び部会出席申請について

委員及び専門委員が意見書（別紙２－１又は別紙２－３）を提出しよう

とする場合には、会議開催の１週間前までに、各部会担当部（課）（別紙

１－２）を通じて部会長に提出することとする。

また、部会に属しない委員及び専門委員が部会に出席して意見を述べよ

うとするときは、会議開催の１週間前までに、出席許可申請書（別紙３）

を各部会担当部（課）を通じて部会長に提出することとする。

⑸ 部会における調査審議結果のとりまとめについて

部会における調査審議では、諮問事項のうち各部会の所掌事務に係る部

分について、該当箇所を明らかにした修正意見、「新たな課題」及び「重

要性を増した課題」についての意見及び委員からの自由意見をとりまとめ、

部会における調査審議の結果とする。

４ 議事録及び議事要旨

⑴ 各部会においては、会議終了後、２週間以内を目途に議事録及び議事要

旨を作成する（別紙４）。

⑵ 議事録は、委員又は専門委員の発言の要旨とし、部会長及び出席者の確

認を経たうえで取りまとめる。

⑶ 議事要旨は、議事録を基礎として部会の所掌事務に沿って委員又は専門

委員の意見要旨を整理したうえで、諮問事項に対する意見及び課題の提起

等についてまとめる。

⑷ 部会に所属しない委員又は専門委員は、各部会の議事録及び議事要旨の

提供を希望することができるものとする。

⑸ 議事録及び議事要旨は、県ホームページにおいて公開するものとする。
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（別紙 ２）

沖縄２１世紀ビジョン基本計画（沖縄振興計画）等総点検報告書（素案）

に対する意見書

○ 報告書（素案）の修正文案用　　（別紙２－１）

・・・ 委員及び専門委員が各部会へ提出する意見書

○ 報告書（素案）の修正文案用　　（別紙２－２）

・・・ 意見書（別紙２－１）に対応する部会案

○ 自由意見書　　（別紙２－３）

・・・ 意見書（別紙２－１）に含まれない内容を記載。

原則、箇条書きで要点を表記。

○ 重要性を増した課題及び新たな課題の抽出（別紙２－４）

・・・ 部会審議で抽出・整理した課題等の部会意見書
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（
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提
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の

部
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 ：
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名

：
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・
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ら

か
じ

め
メ

ー
ル

で
ご

案
内

し
て

お
り

ま
す

が
、

県
ホ

ー
ム

ペ
ー

ジ
へ

も
掲

載
し

て
い

ま
す

。

（
沖

縄
２

１
世

紀
ビ

ジ
ョ

ン
基

本
計

画
（
沖

縄
振

興
計

画
）
等

総
点

検
報

告
書

（
素

案
）
に

対
す

る
意

見
）

意
　

見
　

書
　

様
　

式
　

（
　

修
　

正
　

文
　

案
　

用
　

）

※
意

見
に

つ
い

て
は

、
郵

送
、

F
A

X
又

は
メ

ー
ル

に
て

、
各

回
の

会
議

開
催

１
週

間
前

ま
で

に
、

提
出

先
の

部
会

担
当

者
あ

て
に

提
出

願
い

ま
す

。
　

 〆
切

を
過

ぎ
て

し
ま

い
ま

す
と

、
翌

々
回

の
会

議
に

お
け

る
対

応
と

な
り

ま
す

の
で

、
あ

ら
か

じ
め

ご
了

承
く
だ

さ
い

。

7



（
別

紙
 ２

－
２

）

部
会

名
：

番
号

（
素

案
）

章
・
頁

・
行

本
　

　
　

文
意

　
　

見
 (

 修
　

正
　

文
　

案
　

等
 )

理
　

　
由

　
　

等
審

 議
 結

 果
 （

案
）

意
　

見
　

書
　

様
　

式
　

（
　

修
　

正
　

文
　

案
　

用
　

）

（
沖

縄
２

１
世

紀
ビ

ジ
ョ

ン
基

本
計

画
（
沖

縄
振

興
計

画
）
等

総
点

検
報

告
書

（
素

案
）
に

対
す

る
意

見
）

8



（別紙 ２－３）

沖縄２１世紀ビジョン基本計画（沖縄振興計画）等総点検報告書（素案）に対する意見書

※ 様式自由

※ 原則、要点を箇条書きで記載

令和元年　○月

沖縄県振興審議会　○○部会　（または、委員個人名）
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（
別

紙
　

２
－

４
）

部
会

名
：

分
　

　
野

課
　

　
題

　
　

の
　

　
内

　
　

容
課

　
題

　
設

　
定

　
の

　
考

　
え

　
方

総
点

検
報

告
書

（
素

案
）

の
関

連
箇

所
備

　
　

考

分
　

　
野

課
　

　
題

　
　

の
　

　
内

　
　

容
課

　
題

　
設

　
定

　
の

　
考

　
え

　
方

総
点

検
報

告
書

（
素

案
）

の
関

連
箇

所
備

　
　

考

意
　

　
　

見
　

　
　

書
　

　
　

様
　

　
　

式

（
重

要
性

を
増

し
た

課
題

及
び

新
た

な
課

題
の

抽
出

）

　
①

 重
 要

 性
 を

 増
 し

 た
 課

 題

　
②

 新
 た

 に
 生

 じ
 た

 課
 題

10



 

 

沖縄県振興審議会 ○○部会出席許可申請書 

 

令和  年  月  日 

 

 沖縄県振興審議会 

 ○○部会 部会長 殿 
 

委   員   

専門委員  
氏名           印  
連絡先（Tel:               ） 

（E-mail:            ） 

（       部会所属） 

 

 令和○年○月○日（○：○ ～ ○：○ ）に開催される第○回○○部会につい

て、下記のとおり出席して意見を述べてよいでしょうか。 

 

記 

 

１．出席を希望する理由 

 〔別添〕のとおり 

２．意見の内容 

 〔別添〕のとおり 

 

 申請のありました上記のことについて、沖縄県振興審議会運営要綱第４条

に基づき許可します。 
 

平成  年  月  日  

○○部会 部会長  

 

部会長 部会担当部（課） 

 

 

 

 

 

 

沖縄県振興審議会 

別紙３ 

11



 
〔別添〕 

 
１．出席を希望する理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．意見の内容 
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別紙４

令和○○年度 沖縄県振興審議会

第○回○○部会議事録

１ 日 時 令和○年○月○日（○）○：○～○：○

２ 場 所 ○○○○（○階 ○○の間）

３ 出席者

【部会委員】

部会長 ○○ ○○ 琉球大学○○部 教授

○○ ○○ 琉球大学○○部 教授

○○ ○○ 株式会社○○代表取締役社長

・・・・・ ・・・・・・・・・・・・・

（欠席）○○ ○○ ○○大学○○部 ○○

【事務局等】

○○部：○○部長、○○統括監、○○課長、・・・・・・・・・

○○部：○○○○、○○○○、・・・・・・・・・・・・・・・

４ 議 事

【○○○部会長】あいさつ

【事務局（○○部長）】「○○の現状と課題」について説明

【○○専門委員】

○・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

○・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

【○○専門委員】

○・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

【事務局（○○部長）】

○・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

以 上

13



令和○○年度 沖縄県振興審議会

第○回○○部会議事要旨

令和○年○月○日（○）○：○～○：○

議題【○○○○】について

○

○

○

議題【○○○○】について

○

○

○

議題【○○○○】について

○

○

○

その他

○

○

○

以 上
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成
果

指
標

背
景

・
要

因
の

分
析

(1
)若

年
者

の
完

全
失

業
率

【
達

成
】

キ
ャ

リ
ア

セ
ン

タ
ー

に
よ

る
支

援
等

に
よ

り
求

職
者

の
ス

キ
ル

ア
ッ

プ
や

就
業

意
欲

の
向

上
に

つ
な

が
っ

た
こ

と
及

び
企

業
と

の
マ

ッ
チ

ン
グ

支
援

等
に

よ
り

早
期

就
職

の
実

現
に

つ
な

が
っ

て
お

り
、

若
年

者
失

業
率

の
改

善
に

大
き

く
寄

与
し

た
も

の
と

考
え

ら
れ

る
。

(2
)新

規
学

卒
者

の
就

職
内

定
率

（高
校

）

【
達

成
見

込
】

県
内

・
県

外
で

の
イ

ン
タ

ー
ン

シ
ッ

プ
実

施
や

就
職

相
談

の
ほ

か
、

新
た

に
地

域
と

連
携

し
た

キ
ャ

リ
ア

教
育

を
推

進
し

、
職

業
観

や
就

業
意

欲
の

向
上

に
重

点
的

に
取

り
組

み
、

目
標

値
を

達
成

し
た

こ
と

に
加

え
、

県
内

景
気

の
改

善
が

成
果

指
標

の
達

成
に

寄
与

し
た

も
の

と
考

え
ら

れ
る

。

(3
)新

規
学

卒
者

の
就

職
内

定
率

（大
学

）

【
達

成
見

込
】

国
内

外
で

の
イ

ン
タ

ー
ン

シ
ッ

プ
や

大
学

と
連

携
し

た
就

職
活

動
の

個
別

支
援

と
い

っ
た

取
組

を
強

化
し

、
目

標
値

を
達

成
し

た
こ

と
が

、
大

学
新

卒
者

の
就

職
内

定
率

の
改

善
に

寄
与

し
た

も
の

と
考

え
ら

れ
る

。

政
策

ツ
ー

ル

成
果

指
標

目
標

値
（
3
3
年

度
）

基
準

値
実

績
値

達
成

状
況

1
.

若
年

者
の

完
全

失
業

率
7
.2

％
1
1
.3

％
（
H

2
3
)

6
.3

％
（
H

3
0
）

達
成

2
.

新
規

学
卒

者
の

就
職

内
定

率
（
高

校
）

9
8
.0

％
8
6.

6
％

（
H

2
3
年

3
月

卒
）

9
6
.5

％
（
H

3
0
年

3
月

卒
）

達
成

見
込

3
.

新
規

学
卒

者
の

就
職

内
定

率
（
大

学
）

9
0
.0

％
7
3.

6
％

（
H

2
3
年

3
月

卒
）

8
7
.0

％
（
H

3
0
年

3
月

卒
）

達
成

見
込

4
.

新
規

学
卒

１
年

目
の

離
職

率
（
高

校
）

2
0
.0

％
2
9
.5

％
（
H

2
2
年

卒
）

2
3
.8

％
（
H

2
9
年

卒
）

達
成

見
込

5
.

新
規

学
卒

１
年

目
の

離
職

率
（
大

学
）

1
3
.0

％
2
5
.2

％
（
H

2
2
年

卒
）

1
4
.6

％
（
H

2
9
年

卒
）

達
成

見
込

主
な

予
算

事
業

事
業

・
取

組
（
事

業
年

度
）

事
業

の
種

別
事

業
費

（
う

ち
国

費
）

事
業

の
概

要
目

標
値

実
績

値
達

成
状

況

沖
縄

県
キ

ャ
リ

ア
セ

ン
タ

ー
（
H

2
4
～

）
（
商

工
労

働
部

）
県

単
事

業
百

万
円

（
百

万
円

）

キ
ャ

リ
ア

コ
ー

チ
に

よ
る

個
別

相
談

や
就

職
支

援
ｾ

ﾐﾅ
ｰ

開
催

な
ど

ｷ
ｬ
ﾘ
ｱ

教
育

か
ら

就
職

ま
で

の
一

貫
し

た
支

援
を

実
施

【
H

3
0年

度
目

標
】

沖
縄

県
キ

ャ
リ

ア
セ

ン
タ

ー
利

用
延

べ
人

数
2
0
,0

0
0
件

【
H

30
年

度
実

績
】

沖
縄

県
キ

ャ
リ

ア
セ

ン
タ

ー
利

用
延

べ
人

数
3
0
,0

8
4
件

達
成

沖
縄

型
産

学
官

・
地

域
連

携
グ

ッ
ジ

ョ
ブ

事
業

（
H

2
4
～

H
3
3
）

（
商

工
労

働
部

）

県
事

業
ソ

フ
ト

交
付

金
8
7
0
百

万
円

（
6
3
3
百

万
円

）

職
業

体
験

や
ｼ
ﾞｮ

ﾌ
ﾞｼ

ｬ
ﾄﾞ

ｳ
ｲ
ﾝ

ｸ
ﾞな

ど
独

自
の

キ
ャ

リ
ア

教
育

を
推

進
す

る
地

域
に

対
し

て
補

助
を

実
施

【
H

3
0
年

度
目

標
】

・
ｱ

ﾝ
ｹ

ｰ
ﾄに

お
け

る
就

業
意

識
の

改
善

７
割

以
上

・
事

業
参

加
者

数
3
,0

0
0
名

・
地

域
協

議
会

戦
略

会
議

及
び

ｺ
ｰ

ﾃ
ﾞｨ

ﾈ
ｰ

ﾀ
ｰ

研
修

参
加

者
数

1
4
0
人

【
H

30
年

度
実

績
】

・
ｱ

ﾝ
ｹ

ｰ
ﾄに

お
け

る
就

業
意

識
の

改
善

８
割

・
事

業
参

加
者

数
1
1
,3

9
3
名

・
地

域
協

議
会

戦
略

会
議

及
び

ｺ
ｰ

ﾃ
ﾞｨ

ﾈ
ｰ

ﾀ
ｰ

研
修

参
加

者
数

2
1
6
人

達
成

若
年

者
ジ

ョ
ブ

ト
レ

ー
ニ

ン
グ

事
業

（
H

2
4
～

H
3
2
）

（
商

工
労

働
部

）

県
事

業
ソ

フ
ト

交
付

金
4
8
3
百

万
円

（
3
7
8
百

万
円

）

若
年

求
職

者
に

対
し

、
座

学
研

修
と

短
期

雇
用

に
よ

る
職

場
訓

練
を

実
施

し
、

就
職

及
び

職
場

定
着

を
促

進

【
H

3
0
年

度
目

標
】

職
場

訓
練

等
に

よ
る

就
職

率
：
7
0％

【
H

30
年

度
実

績
】

職
場

訓
練

等
に

よ
る

就
職

率
：
8
6
.4

％
達

成

未
来

の
産

業
人

材
育

成
事

業
（
H

2
6
～

H
3
3
）

（
商

工
労

働
部

）

県
事

業
ソ

フ
ト

交
付

金
1
0
7
百

万
円

（
8
6
百

万
円

）

産
業

界
と

小
中

学
校

を
つ

な
ぐ

ｺ
ｰ

ﾃ
ﾞｨ

ﾈ
ｰ

ﾀ
ｰ

を
配

置
し

、
出

前
講

座
、

企
業

見
学

ツ
ア

ー
等

を
実

施

【
H

3
0
年

度
目

標
】

・
参

加
児

童
数

：
6
,5

0
0
人

・
ｱ

ﾝ
ｹ

ｰ
ﾄに

よ
る

就
業

意
識

の
肯

定
的

変
化

７
割

以
上

【
H

30
年

度
実

績
】

・
参

加
児

童
数

：
9
,4

5
9
人

・
ｱ

ﾝ
ｹ

ｰ
ﾄに

よ
る

就
業

意
識

の
肯

定
的

変
化

約
8
6
％

達
成

イ
ン

タ
ー

ン
シ

ッ
プ

推
進

事
業

/
イ

ン
タ

ー
ン

シ
ッ

プ
拡

大
強

化
事

業
（
H

○
～

H
○

）
（
商

工
労

働
部

）

県
単

事
業

百
万

円
（
百

万
円

）

高
校

生
を

対
象

に
県

内
・
県

外
の

企
業

で
ｲ
ﾝ
ﾀ
ｰ

ﾝ
ｼ
ｯ
ﾌ
ﾟを

実
施

【
H

3
0
 年

度
】

・
職

場
体

験
実

施
率

：
1
0
0
％

・
県

外
IS

派
遣

数
：
7
0
人

【
H

30
年

度
実

績
】

・
職

場
体

験
実

施
率

：
1
0
0
％

・
県

外
IS

派
遣

数
：
7
1
人

達
成

お
き

な
わ

企
業

魅
力

発
見

事
業

（
H

2
6
～

H
3
0
）

県
事

業
ソ

フ
ト

交
付

金
1
6
7
百

万
円

（
1
3
4
百

万
円

）

大
学

生
を

対
象

に
県

内
中

小
企

業
で

の
ｲ
ﾝ
ﾀ
ｰ

ﾝ
ｼ
ｯ
ﾌ
ﾟを

実
施

し
、

中
小

企
業

へ
の

就
職

促
進

を
図

っ
た

【
H

3
0
年

度
目

標
】

大
学

生
等

の
企

業
体

験
者

数
3
0
0
人

【
H

30
年

度
実

績
】

大
学

生
等

の
企

業
体

験
者

数
1
8
1
人

未
達

成

将
来

像
Ⅲ

希
望

と
活

力
に

あ
ふ

れ
る

豊
か

な
島

基
本

施
策

番
号

・
名

称
3
-
（
1
0
）

雇
用

対
策

と
多

様
な

人
材

の
確

保

施
策

展
開

番
号

・
名

称
３

-
(1

0
)-

イ
若

年
者

の
雇

用
促

進

沖
縄
2
1
世
紀
ビ
ジ
ョ
ン
基
本
計
画
等

検
証
シ
ー
ト

15



政
策

ツ
ー

ル
背

景
・
要

因
の

分
析

(4
)新

規
学

卒
１

年
目

の
離

職
率

（
高

校
）

【
達

成
見

込
】

全
日

制
県

立
高

校
5
9
校

全
て

で
イ

ン
タ

ー
ン

シ
ッ

プ
を

実
施

し
、

職
業

観
・
勤

労
観

や
社

会
人

と
し

て
の

基
本

的
な

マ
ナ

ー
や

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
能

力
の

育
成

に
取

り
組

ん
だ

ほ
か

、
合

同
企

業
説

明
会

や
県

内
外

で
の

求
人

開
拓

、
若

年
者

の
仕

事
の

定
着

支
援

等
に

よ
る

取
組

を
重

点
的

に
実

施
し

、
い

ず
れ

も
目

標
を

達
成

し
て

い
る

。
ま

た
、

各
産

業
で

人
手

不
足

が
深

刻
化

す
る

中
で

企
業

に
お

い
て

も
職

場
環

境
の

改
善

等
に

積
極

的
に

取
り

組
ん

だ
こ

と
も

成
果

指
標

の
改

善
に

寄
与

し
た

も
の

と
考

え
ら

れ
る

。

(5
)新

規
学

卒
１

年
目

の
離

職
率

（
大

学
）

【
達

成
見

込
】

県
内

大
学

等
７

校
に

専
門

コ
ー

デ
ィ

ネ
ー

タ
ー

を
配

置
し

た
ほ

か
、

沖
縄

県
キ

ャ
リ

ア
セ

ン
タ

ー
に

お
け

る
就

職
支

援
や

大
学

生
を

対
象

に
し

た
職

場
体

験
等

を
実

施
し

、
い

ず
れ

も
目

標
を

達
成

し
た

。
特

に
県

内
中

小
企

業
に

対
し

、
イ

ン
タ

ー
ン

シ
ッ

プ
プ

ロ
グ

ラ
ム

や
活

用
方

法
等

を
提

案
し

た
こ

と
で

、
効

果
的

な
イ

ン
タ

ー
ン

シ
ッ

プ
が

促
進

さ
れ

、
学

生
の

就
労

意
欲

が
高

ま
る

な
ど

、
離

職
率

の
改

善
に

寄
与

し
た

も
の

と
考

え
ら

れ
る

。

将
来

像
Ⅲ

希
望

と
活

力
に

あ
ふ

れ
る

豊
か

な
島

基
本

施
策

番
号

・
名

称
3
-
（
1
0
）

雇
用

対
策

と
多

様
な

人
材

の
確

保

施
策

展
開

番
号

・
名

称
３

-
(1

0
)-

イ
若

年
者

の
雇

用
促

進

沖
縄
2
1
世
紀
ビ
ジ
ョ
ン
基
本
計
画
等

検
証
シ
ー
ト

努
力

義
務

・
配

慮
義

務
・
特

例
措

置

沖
振

法
条

文
番

号
・
見

出
し

実
施

主
体

成
果

（
例

）

§
8
2

地
域

雇
用

開
発

促
進

法
の

特
例

国
等

・
沖

縄
の

区
域

内
に

お
い

て
、

事
業

者
等

の
設

置
・
整

備
に

伴
い

、
沖

縄
県

内
に

居
住

す
る

3
5
歳

未
満

の
若

年
休

職
者

を
雇

用
す

る
事

業
主

に
対

し
て

助
成

金
を

交
付

し
て

お
り

、
沖

縄
県

に
お

け
る

雇
用

構
造

の
改

善
、

若
年

者
の

雇
用

拡
大

に
寄

与
し

た
。

・
地

域
雇

用
開

発
助

成
金

（
沖

縄
若

年
者

雇
用

促
進

コ
ー

ス
）
の

助
成

金
交

付
実

績
H

2
7
年

度
：

7
1
件

（
1
6
4
百

万
円

）
、

H
2
8
年

度
：
1
89

件
（
2
6
8
百

万
円

）
、

H
2
9
年

度
：
1
1
3
件

（
1
9
3
百

万
円

）

地
方

公
共

団
体

雇
用

開
発

促
進

法
に

基
づ

く
地

域
雇

用
開

発
計

画
（
北

部
、

中
部

、
南

部
、

宮
古

、
八

重
山

）
の

策
定

事
業

名
（
事

業
年

度
）

事
業

の
種

別
事

業
費

（
う

ち
国

費
）

事
業

の
概

要
目

標
値

実
績

値
達

成
状

況

若
年

無
業

者
職

業
基

礎
訓

練
事

業
（
H

2
4
～

H
3
3
）

県
事

業
ソ

フ
ト

交
付

金
2
1
7
百

万
円

（
1
7
4
百

万
円

）

若
年

無
業

者
（
ﾆ
ｰ

ﾄ）
に

対
し

職
業

的
自

立
を

促
す

た
め

基
礎

的
な

職
業

訓
練

等
を

実
施

【
H

3
0
年

度
目

標
】

訓
練

受
講

者
の

内
（
7
5
名

）
、

若
年

無
業

者
状

態
か

ら
の

改
善

：
9
0
%

【
H

3
0
年

度
実

績
】

訓
練

受
講

者
の

内
（
72

名
）
、

若
年

無
業

者
状

態
か

ら
の

改
善

：
9
0
.3

%

達
成

新
規

学
卒

者
等

総
合

就
職

支
援

事
業

（
H

2
4
～

H
3
3
）

県
事

業
ソ

フ
ト

交
付

金
1
,4

6
4
百

万
円

（
1
,1

7
1
百

万
円

）

県
内

大
学

等
７

校
に

専
任

ｺ
ｰ

ﾃ
ﾞｨ

ﾈ
ｰ

ﾀ
ｰ

を
配

置
し

、
個

別
対

応
に

よ
る

就
職

活
動

支
援

を
実

施

【
H

3
0
年

度
目

標
】

コ
ー

デ
ィ

ネ
ー

タ
ー

の
支

援
に

よ
る

新
規

就
職

者
数

：
2
8
8
人

【
H

3
0
年

度
実

績
】

コ
ー

デ
ィ

ネ
ー

タ
ー

の
支

援
に

よ
る

新
規

就
職

者
数

：
8
6
3
人

（
内

定
率

8
4
.7

％
）

達
成

沖
縄

若
年

者
グ

ロ
ー

バ
ル

ジ
ョ

ブ
チ

ャ
レ

ン
ジ

事
業

（H
2
4
～

H
3
3
）

県
事

業
ソ

フ
ト

交
付

金
4
4
9
百

万
円

（
3
5
9
百

万
円

）

県
内

若
年

者
を

対
象

に
ア

ジ
ア

を
中

心
と

し
た

海
外

で
の

ｲ
ﾝ

ﾀ
ｰ

ﾝ
ｼ
ｯ
ﾌ
ﾟ及

び
ｼ
ﾞｮ

ﾌ
ﾞﾄ

ﾚ
ｰ

ﾆ
ﾝ

ｸ
ﾞを

実
施

【
H

3
0
年

度
目

標
】

海
外

企
業

就
職

者
数

：
８

人

【
H

3
0
年

度
実

績
】

海
外

企
業

就
職

者
数

：
７

人
H

2
4
～

H
3
0
延

べ
：
●

●
人

概
ね

達
成

若
年

者
就

労
等

支
援

事
業

(H
2
4
～

H
3
3
）

市
町

村
事

業
ソ

フ
ト

交
付

金
8
8
百

万
円

（
7
1
百

万
円

）

沖
縄

市
の

小
中

高
校

生
の

勤
労

観
・
職

業
観

の
育

成
を

図
る

た
め

、
産

学
官

、
地

域
連

携
に

よ
る

キ
ャ

リ
ア

支
援

事
業

を
実

施

【
H

3
0
年

度
目

標
】

・
事

業
参

加
者

数
2
0
0
人

・
ア

ン
ケ

ー
ト

に
お

け
る

就
業

意
識

の
向

上

【
H

3
0
年

度
実

績
】

・
事

業
参

加
者

数
1
,3

4
4
人

・
事

業
実

施
後

ｱ
ﾝ
ｹ

ｰ
ﾄで

9
3
.4

%
が

改
善

効
果

有

達
成

主
な

予
算

事
業
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